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5９ 

二地点交通量交通量のルー ﾄ間配分モデル

鈴木 武

車が負担する費用は，道路建設・維持のために課

せられる通行料と，所要時間である。

道路建設のための投資累計はＫであり，単位

期間に利用車全体に課せられる負担は，そのレン

タルコストになる。借入利子率，減価償却率等を

含めた資本の割引率を６とする。レンタルコスト

は，６Ｋになる。道路維持のための費用はＭで

あり，これは交通量ｙに依存する。すなわち，

［Ｉ］はじめに

1．本稿の構成

本稿では，二地点間を通行する交通量を考察す

る。そのさい，通行するか否かは，厚生の大きさ

に依存すると想定する。ここで厚生とは，便益マ

イナス費用である。厚生には，通過車個々の厚生

と，通過車全体を合計した厚生を考える。後者を

｢社会厚生」と呼ぶ。それは個々の厚生の和と仮

定する。

最適な交通量を求める場合，社会厚生を最大化

するという基準と，個々の厚生をそれぞれ最大化

するという基準の，２通りを検討する。前者から

得られる状態を「社会的均衡｣，後者から得られ

る状態を「主体的均衡」と呼ぶことにする。必ず

しも，主体的均衡が社会的均衡に一致するとは限

らない。個々の主体の行動は，それぞれ，他の主

体への影響を考慮していないからである。

Ⅱでは，社会厚生を最大化する交通量と，最適

な道路建設投資について述べる。また，二地点間

を結ぶ複数のルートがある場合の最適配分比率を

求める。mでは，所要時間関数を線形と仮定し，

より具体的な結論を得る。Ⅳでは，個々の厚生を

最大化する主体的均衡を求める。また，それが社

会的均衡から，どの程度乖離しているかを述べる。

この議論から「Wardropの原理」を導く。Ｖで

は，道路建設投資が行なわれたとき，各均衡状態

がどう変化するかを記述する。

Ｍ＝Ｍ(y） 

二地点間の所要時間はｔであり，これは交通量

ｙと，道幅等による走行の容易さに依存する。走

行の容易さは，道路建設投資Ｋに比例すると考

える。従って，

t＝ｔ(y,Ｋ） 

ここで，交通量の増加により，所要時間は逓増す

る。よって，

等>‘
ａｔ 
－＞O 

ａｙ 

また，道路建設投資が増加すれば，所要時間は減

少する。

ａｔ 
－＜O 
ａＫ 

単位時間あたりのコストはｗである。従って，

各車の所要時間コストはｗｔになる。

社会全体の厚生汀，すなわち便益マイナス費用は

汀＝ｐｙ－（ｗｔｙ＋Ｍ＋８Ｋ）

2．モデルの前提

ある二地点があり，そこを単位期間に通過する

自動車の交通量は，ｙである。各車が二地点を通

過するさいに得られる便益の平均はｐである。各
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所
要
時
間
ｔ

所
要
時
間
ｔ

図ｌでは，道路

建設投資を所与

とする。

２では，交通厳

所与とする。

図
券

Ｏ 交通量ｙ

（図１）交通量と所要時間

[Ⅱ］社会厚生を最大にする交通量

道路建設投資Ｋ

・（図２）道路建設投資と所要時間

０ 

左辺は，道路建設投資１単位を追加するときの

費用。右辺は，そのときに利用車全体で減少する

時間コストである。両者が等しいときに，社会厚

生は最大になる。
1．単一ルートにおける交通量と道路投資

いま，ｐ，ｗ，６，Ｋは所与とする。社会〃4ｋ

を妓大にする交通量ｙは，次式で求めることがで

きる。
2．複数ルートにおける交通量配分比率

二地点間を結ぶ２つのルートがあるとする。各

ルートにおける変数を表わすときには，右下に添

字１，２をつける。ただし，ｐ，ｗ'６は各ルート

に共通である。

社会厚生汀は，次式で表わされる。

号-p-噸(÷,札）

０
 

畑一町

よって，

,…+(Ⅷ帯）
。Ｍ

､ｙ＋了i了＝０ 汀＝ｐ(ｙ１＋卵）－（wtly,＋Ｍ１＋６Ｋ,）

_（wt2y2＋Ｍ２＋６Ｋ２） 
左辺は，交通量が一・台増加したときに得られる，

迫力l1的な便益である。左辺第１項は，追加交逝lit

の所要時間コスト。第２項は，追加交通通により

引きおこされる，通過車全体の時間コストの噌加

分。第３項は，追加交通量による道路維持ｌｌＷ１１の

増加分である。

ここで，

ｙ】＝ｄ１ｙ，ｙ２＝ａ２ｙ

ａｌ≧０，α２≧０，α１＋α：＝ｌ 

とおく。、

交通量ｙ，各ルートヘの交通量の配分比率α１，

α２，および，道路建設投資Ｋ１，Ｋ２を変化させ

て，社会厚生を最大にする値を求めよう。

次に，交通量ｙは変化しないものとする．ｐ，

ｗ，Ｍ，６を所与として，社会厚生を蛾大にする

道路建設投資Ｋを求めよう。
Ｌ＝ｐｙ－（ｗｔｌａｌｙ＋Ｍ１＋６Ｋ!） 

－（ｗｔ２ａ２ｙ＋Ｍ２＋６Ｋ２） 

十Ａ（α，＋α２－１）

ｄ７Ｔ ｄｔ 

－＝－ｗｙ面7丁－６＝０．Ｋ 

とする。ラグランジュ乗数法により，以下の５つ

の方程式が得られる。

よって，

山一躯ｗ
 
ｙ
 

６
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すなわち，追加交通量により引き起こされる，各

ルートの費用が等しいように配分される。費用の

内訳は，追加交通量の所要時間コスト，追加交通

量により引き起こされる通過車全体の時間コスト

の増加分，追加交通量による道路維持費用の増加

分を加えたものである。

姜一p-(…+…二十響）
‐(…+…器娑）

＝Ｏ （１） 

升一十十・,鶏)一等|+ル
ー０ （２） 

弐一一聯,(…美)-謡+ル
ー０ （３） 

美戸-聯小差ﾅ伽茉+【器）
－８＝０ （４） 

弐一W小臘茉+画読+"莞）
－６＝Ｏ （５） 

（１）より，社会厚生を最大にする交通量ｙは，

次式を満たすとき得られる。

｡-M．池,…)+'｡(静`）

＋"(僻第１|+(馴豐…鶚）
左辺は，交通量が一台増加したときに得られる，

追加的な便益である。右辺第１項は，追加交通量

の所要時間コストである。ただし，ルート１，２

を通過する交通量の割合はα１，α2であり，所要

時間コストはその割合により加重されたものであ

る。第２項は，追加交通量により引きおこされる，

通過車全体の時間コストの増加分。第３項は，追

加交通量による道路維持費用の増加分であり，そ

れぞれ通過割合で加重されている。

社会厚生を最大にするルートlの道路建設投資

は，（４）から，次式を満たす。

`=-噸`発十鰯(陶莞+"荒）
左辺は，道路建設投資１単位を追加するときの費

用である。右辺第１項は，ルートｌにおける利用

車全体で減少する時間コスト。右辺第２項は，各

ルートにおける交通量の変化がもたらす時間コス

トの変化である。このケースでは，ルート２から

ルート１へシフトした交通量がこうむる時間コス

トの変化である。

ルート２に関しても，同様である。ある二地点

を結ぶルートが３つ以上ある場合にも，上述した

のと類似の結論が得られる。

[Ⅲ］所要時間関数の特定化によるルート間

配分比率

1．線形な所要時間関数

これ以降，より具体的な結論を得るために，所

要時間関数を特定化しよう。簡単な関数として，

直線を仮定する。すなわち，

ｔ＝ａ＋ｂｙ 

である。ここで，切片ａはルートの距離を表わし

ていると考えてよい。距離の長いルートの場合に

は，ａの値は大きくなる。逆に，短い距離のルー

トでは，ａは小きくなる。

傾きｂは，速度の出しやすさと想定される。幅

の広い道路では，多少交通量が増加したとしても，

速度を出すことが可能であろう。その場合，所要

時間は短くてすむ。従って，ｂの値は小さいと想

定される。狭い道路では，その逆にｂの値は大き

くなる。

2ルート間の交通量の最適配分は，(2),(3)より

ａｔＩ ａＭＩ 

ｗｔ１＋ｗ－ｙ,＋冒了Ｔａｙｌ 

ａｔ２ ａＭ２ 

=w陣十ｗ－ｙ,＋元ａｙ２ 
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速度の出しやすさを直接表現するために，傾き

ｂを

追加的な交通量によってもたらされる，道路維

持費用の追加分が，両ルートで等しいとする。こ

のとき，社会厚生を最大にする交通量の配分は勺
ｌ
ｌ
ｓ

ｌｌ 

Ｕ
ｂ
 

ａｔｌ ａｔ２ 

ｔ１＋α1百万丁＝t,＋a25Z77
とおく。ｓが道幅を表わしていると考えてよい。

通常の場合，交通量がある程度以下であれば，

速度は落ちないで，1台のみが走っているのと同

じ所要時間になるであろう。しかし，交通量が増

加してくると，混雑現象が生じてきて，所要時間

は逓増していくと考えられる。従って，図ｌに描

いたようになる。しかし，ここでは簡単化のため

に，直線の所要時間関数を想定している。すなわ

ち，交通量の大きさによらず，交通量が１台増加

すると，所要時間はｂだけ逓増する。

道路建設投資をした場合，その道路のルート変

更はないと想定されるので，切片ａは変化しない。

道幅が拡張されたり，快適に走れるようになるこ

とが考えられるので，以前よりｓが大きくなり，

傾きｂは小さくなると想定してよい。

従って，

a!＋2-Ｌｍｙ 
Ｓ１ 

１ 

＝ａ２＋２－ａ２ｙ 
Ｓ２ 

である。これを解くと，

“=請孟'1十s他;デＪ

“-百蓋71｣+駒(劉号）
右辺第１項は，各ルートの道幅による影響であ

り，第２項は距離による影響とみなすことができ

る。道幅による交通量配分への影響は，道幅に正

比例して行なわれる。また，距離による影響は，

2つのルート間の距離の差に，道幅を掛けた面積

に依存する。

交通量ｙがルート間配分比率に及ぼす影響は，

距離に依存する。交通量が少ないときは，相対的

に距離の影響が大きく，交通量が増加するにつれ

て，道幅の影響が大きくなる。交通量が無限大に

なれば，配分比率は完全に道幅に比例するように

なる。

２．２ルート間の最適配分

二地点間の交通量ｙが一定であるとする。この

地点間を結ぶ２つのルートがある。社会厚生を最

大にするために，それぞれのルートへ交通量をど

う配分するか。これはⅡ－２で述べたように，追

加交通量によりもたらされる各ルートにおける費

用が，等しくなるように配分される。

ここで，所要時間関数を線形であるとする。ルー

ト１，２の所要時間をｔ１，ｔ２，通過割合をα,，

α２とする。

ここで，α,，α2は０から１までの値である。

従って，ｙのとり得る範囲は

s,(a2-a,） s2(ａｌ－ａ２） 
かつｙ≧ｙ≧ 

２ ２ 

ｔ，＝ａ，＋ｂｌａｌｙα，＋α２＝１α，≧Ｏ 

ｔ２＝ａ２＋ｂ２ａ２ｙα：≧０ 

傾きｂを速度の出やすさｓを用いて，ｂ＝1／ｓ

とおく。すなわち，

である｡

もし，交通量が少なく，ｙの値が上の不等式を

満たさない場合にはどうか，考えよう。ルートｌ

の距離がルート２より長いとする。すなわち

a，＞ａ２ならば，１ 

t，＝ａ，＋－αlｙ 
Ｓｌ 

１ 

t２＝ａ］＋－ａ２ｙ 
Ｓ２ 
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s2(ａｌ－ａ２） Ｓ】

３．３ルート間の最適配分１－ α１－ 

２y 

s2(ａｌ－ａ２） 

s】＋ｓ２

Ｓ１ 二地点間を結ぶ交通量がyであり，３ルートあ

るとする。ルートｉの所要時間をｔｉ，通過割合を

αiとする。所要時間関数は線形であるとする。

＜ １－ 
２ ｓ,＋ｓ２ 

２ 
＝０ 

s2(aI-a2） 
１ 

ti＝凸十一αjｙ
Ｓｉ 

(ｉ＝1,2,3） 
α,＜０であるから，すべての交通量がルート２

にいく。逆にａ２＞ａｌならば，ルート１にいく。
ただし，

もし，まったく同じ道路が２つあるなら，ａ,＝

a２，ｓ，＝ｓ２である。従って，α，＝α２＝ｌ／２

であり，それぞれ等しい交通量になる。

２つの道路の距離が等しいとしよう。すなわち，

a，＝ａ２である。このとき，

α，＋α２＋αａ＝１ 

αｉ≧０ (ｉ＝１，２，３） 

である。

追加的な交通量によってもたらされる，道路維

持費用の追加分が，各ルートで等しいとする。こ

のとき，社会厚生を最大にする交通量の配分はＳｌ Ｓ２ 

かつα２＝α１－ 

８，＋ｓ２ Ｓ，＋Ｓ２ 
ａｔＩ ａｔ２ ａｔ３ 

ｔ]＋a15z7T＝t,＋α’5で7;＝t3＋α3盲77､

従って，

従って，交通量は各ルートの道幅に比例して配分

される。

最適な交通量の配分ができたとき，所要時間は

次式のようになる。

l 

a1＋２－α]y＝ａ,＋２上α`ｙ
Ｓ１Ｓ２ 

１ 

＝ａ３＋２－ａ３ｙ 
Ｓ３ 

ａｌｌａｌｓ１＋ａ２ｓ２＋２ｙ 

ｈ＝す十万ｓ]十s，

‘,=姜十会……+2’ｓ,＋ｓ２ 

このとき，ルートｌと２の所要時間の差は

！』一陣-;(…鰹）
であり，道幅には影響されず，距離のみに依存する。

である。

これを解くと，以下のようになる。

"-57〒二手１５;|｣+…-…(…》）２ｙ 

・’－－ニー|,＋s'(a1-a2)十s劇(a3-a:）
２ｙ 

ｓ,(al-a3)＋s2(a2-a3） 

ｓ,＋ｓ２＋ｓ３ 

Ｓ３ 

l＋ α３－ 
ワ

ｓ,＋ｓ２＋ｓ３ 2ｙ 
ルート１の

所要時間

関数

ルート２の

所要時間

関数

各式の右辺第１項は道幅による影響であり，

第２項は距離による影響とみなすことができる。

ここで，αiはOから１までの値である。従っ

て，ｙのとり得る範囲はルート

の起点

－卜２151 

配分比率配分比率の起点

(図３）２ルートの場合の配分比率
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6４ 

s2(ａｌ－ａ２）＋ｓ３(al-a3） 十２ｙa長a's1＋…
Ｓ，＋Ｓ３ 

ｙ≧ 
２ 

かつ ここで，α2＜０となりうるのは，ｓ３がｓＩより

相対的に大きいケースである。すなわち，ルート

２の交通量がゼロとなりうるのは，ルート３の道

幅がルート１よりも相対的に広い場合になる。逆

に，ルート３の道幅が狭いと，ルート２の交通量

はプラスになりうる。さらに，二地点間の交通量

が多い場合は，ルート２の交通量はプラスに，少

ないときはゼロになりやすい。

s,(ａ２－ａ,）＋ｓ３(a2-a3） 
ｙ≧ 

かつ

ｓｌ(ａ３－ａ,）＋ｓ２(a3-a2） 
ｙ≧ 

２ 

交通量が上の３つの不等式をすべて満たすほど

は大きくないとしよう。そのとき，例えば 結論として，二地点間の交通量yが多くなく，

すべてのルートを利用する必要がない場合には，

以下のようになる。いま，ルート１，２，３の順

で二地点間を結ぶ距離が短くなるとする。すなわ

ち，ａ!＞ａ２＞ａ３である。そのとき，ルート１

の交通量はゼロになり，ルート３の交通量はプラ

スになる。ルート２の交通量は，道幅と全体の交

通量によって影響きれる。すなわち，ルート３の

道幅がルート１に比較して広ければ，ルート２の

交通量はゼロになり，狭ければプラスになる。ま

た，全体の交通量が比較的大きければ，ルート２

の交通量はプラスになり，小さければゼロになる。

もし，まったく同じ道路が３つあるなら，ａ,＝

a2＝ａ３，ｓ,＝ｓ２＝５３である。従って，α,＝αz＝

α３＝ｌ／３であり，それぞれ等しい交通量になる。

３つの道路の距離が等しいとしよう。そのとき，

各ルートへの交通量の配分は

a！＞ａ２＞ａ３ 

である場合を考えよう。すなわち，二地点間を結

ぶ距離は，ルート１が１番長く，ルート３が短い。

ルート２は中間である。その場合，ルートｌの交

通戯はゼロになり，ルート３の交通量はプラスに

なる。また，ルート２の交通量はゼロのケースと

プラスのケースがあり得る。

まず，ルートｌのケースである。

ｓ２(ａｌ－ａ２）＋ｓ３(ａｌ－ａ３）＞２ｙ 

よって

ｓ（ａ２－ａ,）＋ｓ３(ａ３－ａ,）＜－２ｙ 

である。従って，

山一誌:T頁|｣+・…j+艶(…』２ｙ 

〈雨;=扇|』+÷'－，
つぎにルート３のケースである。

ｓｌ(ａｌ－ａ３）＋ｓ２(ａ魁一ａ３）＞0

αｌ：α２：α３＝Ｓ１：Ｓ２：Ｓ３ 

である。

最適交通量の配分のときの所要時間は，次式の

ようになる。

ｙ
 

ｙ
 

ｙ
 

２
 

２
 

２
 

＋
 

十
十

３
 

３
 

３
 

ｓ
３
ｓ
３
ｓ
３
 

３
ｓ
３
ｓ
３
ｓ
 

稻
汁
扣
汁
掴
行

２
ｓ
２
ｓ
２
ｓ
 

沿
十
媚
＋
娼
十

ａ
Ｉ
ａ
ｌ
ａ
１
 

＋
Ｓ
＋
ｓ
＋
ｓ
 

ｓ
 

ｓ
 

ｓ
 

ａ
 

ａ
 

ａ
 

１
’
２
１
’
２
１
’
２
 

＋
 

＋
 

＋
 

動
－
２
錘
－
２
錘
－
２

’’ 
一一

一一３
 

ｔ
 

ｔ
 

ｔ
 

より，α3＞０である。

ルート２については以下のようになる。

α曼ｏであるためには，

s,(a,－a`)＋Ｓｍ(a，－a:)三０
２ｙ 

ｌ＋ 

従って
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各ルートの所要時間の差は，道幅には影響されず，

距離のみに依存する。

a！＞ａ２＞ ＞ａｎ 

であるとしよう。すなわち，二地点間を結ぶ距離

は，ルート１が一番長く，ルート、が一番短い。

その他のルートは，中間の距離である。このとき，

α，＜０かつα,＞０になる。

α‘言０であるためには，

４．ｎルート間の最適配分

二地点間を結ぶ交通量がｙであり，、ルートあ

るとする。ルートｉの所要時間をｔ,，通過割合を

αiとする。所要時間関数は線形であるとする．

＋ans則＋２ｙa,薑a1s1＋、
ｓ，＋ 

１ 

ti＝ａｊ＋－αiｙ 
Ｓｉ 

(i＝１，．．．，，） 十ｓ,！

ここで，ルート１および、以外のルートの交通

量がゼロとなるのは，距離の長いルートの道1幅が

狭〈（ｓが小さく），距離の短いルートの道幅が

広い（ｓが大きい）ケースである。また，全体の

交通量が小さいケースである。

結論として，交通量yが大きくなく，すべての

ルートを利用する必要がない場合には，以下のよ

うになる。いま，ルート１，２，．．．，，の順

で二地点間を結ぶ距離が短くなるとする。すなわ

ち，ａ】＞ａ２＞・・・＞ａｎである。そのとき，

ルートｌの交通量はゼロになり，ルート、の交通

量はプラスになる。その中間的な距離にある他の

ルートの交通量は，距離の短いルートの道幅が広

ければゼロになり，逆に，狭ければプラスになる可

能性が強い。さらに，全体の交通量が少なければ

ゼロになり，多ければプラスになる可能性が強い。

ただし，

α，＋・・・＋α,＝１

α：≧０ （i＝1!・・・,､）

である。

追加的な交通量によってもたらされる，道路維持

費用の追加分が，各ルートで等しいとする。この

とき，社会厚生を最大にする交通量の配分は

ａｔｌ 
ｔ，＋αｌ－ 

ａａ， 

ａｔ｡ 

．＝t､＋赤

従って，

l 

aI＋２－α'ｙ＝・
Ｓ１ 

ｌ 

＝ａｎ＋２－αｎｙ 
Ｓｎ 

である。

これを解くと
もし，すべてのルートがまったく同じであるな

ら，それぞれ等しい交通量になる。また，各ルー

トの距離が等しいとき，交通量の配分は各ルート

の道幅に比例する。

Ｓｉ 

ａｉ－ 

s］＋…＋ｓｎ 

ｌ，＋s1(a`－a!)+…+s，(a,,－a'） 
2ｙ 

最適交通量配分のときの所要時間は次式のよう

になる。
右辺第１項は道幅による影響であり，第２項は

距離による影響とみなすことができる。

１
’
２
 

＋
 

ａ
ｌ
２
 

ｌｌ 

ｔ
 

＋ans璽十２ｙａ１ｓ１＋ 

ここで，αiは０から１までの値である。従っ

て，ｙのとり得る範囲は

Ｓ’＋・・・＋ａｎ

各ルートの所要時間の差は，道幅には影響きれ

ず，距離のみに依存する。s1al-ai）＋…＋ｓｏ(ａｏ－ａｉ） 
ｖニ
ゾ－

２ 

(i＝1,…,､） 

交通量が少なく。ｙの値が上の不等式をすべて

は満たさない場合を考えよう。例えば，
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問題は，個々の主体がそれぞれ期待する社会厚

生を，最大化しようとして行動するか，という点

である。各主体にとっては，個々の便益マイナス

費用がプラスであれば，通行するであろう。従っ

て，行動基準は次式になる。

[Ⅳ］各主体における最適化行動

上述した議論は，社会全体から見て，望ましい

行動であった。しかし実際には，各主体がそれぞ

れにとって望ましい行動をとる。いま，ある主体

が二地点間を通行する場合を考えよう。複数のルー

トがあるとき，この主体がどのルートを通行する

かは，この主体が予想している交通量によって，

影響される。

この主体の期待する交通量をｙ;とする。Ｗは各

主体によって異なりうる。その分布の平均をｙ‘と

する。いま想定しているのが平均的な主体であるな

らば，その期待交通量はｙ･と考えてよい。

Ｍ＋６Ｋ 

言0ｐ－ｌｗｔ＋ 
ｙｐ 

本稿では，社会厚生を最大化する場合に得られ

る状態を「社会的均衡」と呼び，個々の主体が自

己のことだけを考えて行動するとき得られる状態

を「主体的均衡」と呼ぼう。どちらの基準で行動

するにしても，平均的な主体の期待交通量ｙ`は，

二地点間の通行を繰り返し行なうならば，それぞ

れの均衡状態の交通量ｙに一致するようになるで

あろう。というのは，上述の２つの不等式におい

て，等号が成り立つところまで通行するので，そ

のときの交通量はｙになり，それがｙ・に一致し

ているからである。

1．単一ルートにおける交通量

まず，二地点間のルートが１つしかない場合を

考えよう。もし，道路維持費用および道路建設投

資のレンタルコストが，通過車全体に均等に負担

されるとするならば，平均的な主体の期待厚生は

次式になる。
社会的均衡状態の交通量と，主体的均衡状態の

交通量との関係は次のようになる。Ｍ＋３Ｋ 

汀；＝ｐ－Ｉｗｔ＋
ｙＥ 

(Ⅷ器） ｙ
 

＋
 

Ｍ
 ｚ
三

川
一
町

＋
 
ｙ
 

６Ｋ 

ここで,t=ｔけ,K）である｡

この主体の期待する社会厚生は，汀一斤;y;で

ある。すなわち，
のとき，

（社会的均衡状態の交通量）

言(主体的均衡状態の交通量）

である。

もし道路建設および維持費用が利用車に課され

ないとするならば，主体的均衡における交通量は，

社会厚生を最大化する交通量よりも多くなる。逆

に言えば，個々の主体が各自の厚生しか考慮しな

いで行動する場合，社会厚生を最大化するような

交通量にするためには，料金ｒを

,r-pyo-（wtyo＋Ｍ＋６Ｋ） 

これは，Ⅱ－１で述べた議論のｙをｙ･に置き換え

たものである。もし，この主体が社会厚生を最大

にするように行動するならば，最適化行動は次式

を基準にする。

…+鶚|割(,v器）ｐ－ｌｗｔ＋ 

第１項のｐは，この主体が二地点間を通行する

ときに得られる限界便益である。カッコの11mは限

界費用であり，それぞれ所要時間コスト，この主

体が通行することによる通過車全体の追加的な時

間コスト，道路維持費用の増加分である。限界便

益マイナス限界費用がプラスであれば，この主体

は二地点間を通行する。もしマイナスであれば，

通行しない。

F幟川十等
と決めればよい。

そのとき，このルートにおける収支Ｅは

国-(w器〃+等ＨＭ+川
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である。もし，道路維持費用が交通量に比例する

ならば（Ｍ＝ｍｙ)，収支ゼロになるのは

この主体の期待する社会厚生は，汀。＝万;ｙｏ

であるｃすなわち，

汀；＝ｐｙｏ－（wty@＋Ｍ＋６Ｋ）

ただし，

ｔ＝α1ｔ,＋α2t２，Ｍ＝Ｍ１＋Ｍ２，Ｋ＝ＫＩ＋Ｋ２ 

である。

これは，Ⅱ－２で述べた議論のｙをｙＧに置き

換えたものである。もし，この主体が社会厚生を

最大にするように行動するならば，最適化行動は

次式を基準にする。

(w詩）

躯一ｙｙ
 

である。すなわち，追加交通量による通過車全体

の追加的な時間コストが，道路建設投資のレンタ

ルコストを各通過車に分担させた金額に等しくな

るときである。

ｄＭ 

ｗｔ＋可了
ｐ 

(卿為 …+等|薑、ｐ－ｌｗｔ＋ 

ただし，

垈
叩 dtl dt2 

a1T十α鬮了i了了

ｄＭｄＭ１ｄＭ２ 
－－－＋－ 

ｄｙ。ｄｙ・。ｙ、

ｙｙ。交通量

社会的主体的

均衡均衡

(図４）社会的均衡と主体的均衡の交通量

０ 

である。

第１項のｐは，この主体が二地点間を通行する

ときに得られる限界便益であり，カッコの中は限

界費用である。限界便益マイナス限界費用がプラ

スであれば，この主体は二地点間を通行する。も

しマイナスであれば，通行しない。

実際には，各主体は社会厚生を最大化しようと

意図して，行動することはない。この主体自身の

厚生を最大化しようとして行動するであろう。そ

の場合，各主体にとっての便益マイナス費用がプ

ラスであれば，通行するであろう。従って，行動

基準は次式になる。

2．複数ルートにおける交通量と配分比率

二地点間に２つのルートがある場合を考えよう。

平均的な主体の期待交通量をｙ・とする。その主

体がルート１とルート２を選択する割合をα,，

α２とする。この主体の期待厚生は

Ｍ１＋６Ｋ， 

｡(w１，＋ 

・(w雌＋

１
１
 

汀；＝ｐ－
ｙ役

Ｍ２＋６Ｋ２ 

yＯ 
Ｍ＋６Ｋ 

薑０ｐ－Ｉｗｔ＋ 
ただし，

ｙ'。＝αＩｙｃ，ｙ２ｅ＝ａ２ｙｌ２

である。

前節で述べたと同様に，この主体が期待する社

会厚生を最大化する場合と，この主体自身の厚生

を最大化する場合とを比較し，行動基準の違いを

検討しよう。

ｙ‘ 

ここで，ｔ，Ｍ，Ｋは上記のただし書きのようで

ある。これ以降は，前節の議論と同じになる。

次に，ｙ・が所与であるとし，そのときのルー

ト間配分比率を求めよう。いま，この主体が自己

の期待厚生を最大にするとしよう。ｙ･が所与だ

から，冗一汀汀。を最大化するのと同じである。

Hosei University Repository



6８ 

｢Wardropの原理」が得られる。（１）すなわち，従って，この主体自身の厚生を最大化することと，

この主体が期待する社会厚生を最大化することと

は，同じになる。 (第１原理）起終点間に存在する可能な経路の

うち，利用される経路については

所要時間が皆等し<，利用されな

いどの経路のそれよりも小さい。

(第２原理）道路網中の総走行時間は最少であ

る。

汀。＝ｐｙｏ－（wtIyf＋Ｍ,＋６Ｋ,）

－（wt2y2o＋Ｍ２＋６Ｋ２） 

これは，Ⅱ－２で述べた議論のｙをｙ‘に置き換

えたものである。すなわち，この主体のルート間

配分比率は，次式を満たす。

第１原理については，上述した通りである。第

２原理については，厚生を最大化するさい，便益

が一定であるので，費用を最小化することになる。

単位あたり所要時間コストが一定であるから，総

走行時間が最小になる。

ａｔ，ａＭＩ 

+ｗ－ｗ＋赤ａｙ１． 
Ｗｔ， 

ａｔ２ａＭ２ 

＝wt,＋ｗ赤”＋雨

問題は，個々の主体が自己の期待厚生を最大化

しようとするさい，他者の行動を考慮しなければ

ならない点にある。限界費用を構成する３つの成

分のうち，通過車全体の追加的な時間コストを，

各主体は考慮するであろうか？お互いに各主体

が全体に及ぼす影響を考えなければならない。それ

でないと，最終的に各主体が不利益を被る。しか

し，個々の主体は全体に及ぼす影響を実感できな

い。結局，その部分は無視せざるを得ないだろう。

両辺の第２項は，この主体が通行することによ

る通過車全体の追加的な時間コストである。個々

の主体は，全体に及ぼす影響を実感することがで

きないので，第２項を落とした状態でルート間の

選択を行なう。すなわち，主体的均衡は

3．線形な所要時間関数を想定したケース

Ⅲ－２で述べた線形な所要時間関数を想定しよ

う。二地点間のルートが２つの場合を述べる。主

体的均衡状態では，ルート間配分比率は，次式を

解けばよい。

ｌｌ 
ａ，＋－α，ｙ＝ａ２＋－ａ２ｙ 
ＳＩＳ２ 

主体的均衡の配分比率をα,．，α２．とする。

ｓ’’1十s閏(a'一a!)｜α１＄＝ 

ｓ’＋ｓ２１ｙ 

百T睾颪'1十劃(劇;-劉鬮）ａＭ１ ａＭ２ 

ｗｔ'十赤＝w唾＋赤
α２ｓ＝＝ 

ここで，α]`，α２．は０からｌまでの値である。

従って，ｙのとり得る範囲は
である。

ここで，両ルートの道路維持費用増加分が等し

いとしよう。その場合，主体的均衡は y≧ｓ２(al-a2）かつｙ≧ｓ,(a2-a1）

である。もし交通量が少なく，ｙの値が上の不等

式を満たさないときには，交通量がゼロになるルー

トが存在する。

所要時間をｔ,とする。これは，どのルートに

も共通であり，

ｔＵ＝ｔ２ 

である。すなわち，個々の主体は各ルートにおける

所要時間が等しくなるように，ルート選択をする。

ルートが３つ以上ある場合にも，上述したのと

類似の結論が得られる。これらの議論から，主体

的均衡状態を想定し，各ルートの道路維持限界費

用が等しいとすると，交通工学で言われている

ａＩｓｌ＋ａ２ｓ２＋ｙ 
ｔｓ＝ 

８，＋Ｓ２ 
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となる。

社会的均衡状態における配分比率をα,，α２と

し，所要時間をｔ１，ｔ２とする。式はⅢ－２で述

べたとおりである。主体的均衡状態と社会的均衡

状態の差は，以下のようになる。

［Ｖ］道路建設投資による交通量の変化

社会厚生を最大化する道路建設投資の大きさに

ついては，Ⅱで述べた。ここでは，道路建設投資

が行なわれた場合，各ルートを通行する交通量が，

どう変化するかを考えよう。

いま，二地点間を結ぶルートが2つあるとする。

道路建設投資により，投資累計がルート１，２で，

それぞれＫ】，Ｋ２からＫ／，Ｋ２′に変化したとし

よう。道路建設投資が変化しても，ルートの距離

は変わらず，道幅等が変わり，走行しやすくなる

と想定しよう。その場合，線形で表現される所要

時間関数におけるａは変わらず，ｓが変化する。

すなわち，所要時間関数は

ｓｌｓ２ａ２－ａ】

αｆ－ａ１＝ 

s'＋ｓ２２ｙ 

ｓｌｓ２ａ１－ａ２ 

α２日一α２＝

sI＋ｓ２２ｙ 

ｓｌｓ２ａ２－ａｌ 

t潟一ｔ，
s,＋ｓ２ ２ 

ｓｌｓ２ａｌ－ａ２ 

ｔｓ－ｔ２＝ 
ｓｌ＋ｓ２２ 

両ルートの距離が等しいケース（a,＝ａ２)では，

α1s＝α1，α２s＝α２，ｔ曇＝ｔ】＝ｔ２

となる。この場合，主体的均衡は社会的均衡に一

致する。

ルートｌの距離がルート２より短いケース

（ａ,＜ａ２）では，

１， 
t''二＝ａ’＋－テａ１ｙ

Ｓｌ 

l 

t2’＝ａ２＋－ァａ２ｙ
Ｐ 

Ｓ２ 

ただし

α】'≧０，α2'≧０，α,′＋α2′＝１

ｓ,'≧ｓ１，ｓ2'≧ｓ２ αｆ＞α’，α2鯛＜α2，ｔＩ＜ｔ＄＜ｔ２

となる。この場合，主体的均衡では社会的均衡に

比較し，短いルートへより多くの交通量がシフト

する。

社会的均衡における厚生を汀，主体的均衡にお

ける厚生を汀‘とする。

である。

1．社会厚生最大化の場合の変化

まず，社会厚生を最大化する基準で考えよう。

道路建設投資を行なった場合の交通量の配分比率

は，次のようになる。

(ａｌ－ａ２)２ Ｓ】Ｓ２

７Ｔ－汀ｓ＝Ｗ－．

s，＋Ｓ２ 

' 

s2'(ａ２－ａ,） Ｓ１ 
' 

4ｙ １＋ α１－ 

ｓ,′＋ｓ２’ 

Ｓ２ 

ＣＹ２－ 

ｓI′＋ｓ２′ 

配分比率の変化は

２ｙ 

ｓ,'(al-a2） 
従って，主体的均衡における厚生の損失の大きさ

は，両ルートにおける距離の差の２乗に比例し，

全体の交通量に反比例する。また，両ルートの道

幅が近いほど，損失は大きくなる。

１十

2ｙ 

Ｓ１Ｓ２－ＳＩＳ２ 

ａｊ￣α’￣（s,'十ｓ2')(s]＋ｓｉＪ
ａ２－ａ１ｓ１'s,(s2'一s2)＋s2's2(s,'一s]）
＋－． 

２ｙ （s／＋s2')(s,＋s2） 

α２－α２＝－（α,'一ｍ）

３ルート以上ある場合にも，同様の議論ができ

る。
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t,'≦ｔｌであるための条件は

ａｌ￣ａ２ 

ＳＩ'＋Ｓ２'≧Ｓ，＋Ｓ２＋ 
２ｙ 

である。右辺第１項は道幅による配分比率の変化

であり，第２項は距離による影響である。

道路建設投資を行なった後，ルートｌの配分比

率が上昇するケースを求めよう。すなわち，

α]'≧α1である条件は

(s,'s2-s1s2'） 

である。

両ルートの距離が等しいケース（ａ！＝ａ２）で

は，Ｓ,'≧Ｓ,かつＳ２'≧Ｓ２であるので，常にい'≦

ｔ１かつｔ２'≦ｔ２である。すなわち，道路建設投資

をすれば，どのルートにおける所要時間も等しく

短縮する。

両ルートの距離が等しくないケース（ａＩ≠ａ２）

を検討しよう。いま，ルート１だけに投資をし，

ルート２はそのままであるケース（s,'≧ｓ１，

s2'＝ｓ２）を見よう。上の不等式を変形し，ｓ（≧

s，を用いると

竺(s,'一s,)＋里(s2'－s2）
Ｓ】Ｓ２二薑臺十号’

である。もし両ルートの距離が等しければ（ａ】＝

a2）， 

クノ

ュニーー
Ｓ２ 

ＳＩ Ｓ２ 

となる。すなわち，ルート１の道幅の拡張割合が

ルート２より大きければ，ルート１の交通fit配分

比率は高まる。

両ルートの距離が等しくないケース（ａ１≠ａ:）

を検討しよう。いま，ルートｌだけに投資をし，

ルート２はそのままであったとしよう。すなわち，

ｓ１'≧ｓ１，ｓ２＝ｓ２である。α,′≧α１であるため

の条件として，上の不等式から

s2(ａ１－ａ２） 
ｙ≧ 

２ 

になる。ルートｌの交通量がゼロでない限り，こ

の不等式は常に成り立つ。従って，あるルートだ

け投資し，道幅を拡張するならば，すべてのルー

トの所要時間は等しく短縮される。
ノ ク

ユ≧，＋ａ1-~ａ２．里(s,'－－ｓ,）
２ｙ ｓ，ｓ’ 

これを変形し，ｓｌ'≧ｓ１を用し､ると

ｙ≧ｓ２(ａ１－ａ２） 
２ 

2．主体的均衡を想定した場合の変化

個々の主体が自己のことだけを考慮して行動す

る場合に得られる，主体的均衡状態を考えよう。

道路建設投資を行なった場合の交通量の配分比率

は，次のようになる。

になる。Ⅲ－２で述べたように，ルート１の交通

粒がゼロでない限り，この不等式は常に成り立つ。

従って，あるルートだけ投資し，道幅を拡張する

ならば，そのルートの交通量配分比率は，必ず大

きくなる。

s2'(ａ２－ａ,） 
' 

Ｓｌ 

ａｌ５’＝ 
ｓ【′＋ｓ２’

〃

Ｓ２ 

ｃＩ２５ノー
ｓ】′＋Ｓ２’

配分比率の変化は

１＋ 

ｙ 

ｓ,'(ａ１－ａ２） 
１＋ 

ｙ 

次に，所要時間の変化を見よう。

（ｓ１＋ｓ２）－（s】'十ｓ2'）
ｔ,'一ｔ，＝

（s,'＋s／)(s,＋s2）・ｙ
ａ１－ａ２ｓｌｓ２－ｓｌｓ２ 

十
２（s,'＋ｓ２'）（s,＋ｓ２） 

ｔ2'一ｔ２＝ｔ,'一ｔｌ

である。

’ｇ－ 
Ｓ１Ｓ２－Ｓ１Ｓ２ 

ａｆ￣α１－（s】'＋ｓ:')(s,＋ｓ２）
ａ２－ａｌｓ,'s,(s2'一s2)＋s2'ｓ２(s／－s!）
＋－． 

ｙ （s,'＋s2')(s,＋ｓＪ 

ａ２圏'一α2--（α,.'一α,`）

である。

主体的均衡の場合の変化は，社会的均衡の場合
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の変化における２ｙを，ｙに置き換えたものにな

る。従って，道路建設投資を行なった後の配分比

率の変化,および所要時間の変化に関して，社会

的均衡の場合とほとんど類似の結論が得られる。

すなわち，あるルートだけ投資し，道幅を拡張す

るならば，そのルートの交通量配分比率は，必ず

大きくなる。所要時間に関しては，そのルートだ

け時間が短縮されるのではなく，すべてのルート

において，等しく短縮される。

ここで，「Downs-Thomsonのパラドックス｣(2)

といわれるものがある。すなわち，新たな道路の

開通は混雑する道路状況を改善するどころか悪く

し，自動車によるトリップ時間は低下するどころ

か上昇する，というものである。

二地点間の交通量が一定であるならば，あるルー

トに関する一時的な状況はともかく，均衡状態に

おいて，このようなパラドックスは起こらない。

もし，パラドックスのような状態が起きるとすれ

ば，新たな道路開通により，他の地点間のトリップ

で，いままでこの二地点間を通過していなかった

ものが，ここを通過するようになるからであろう。

[注］

(1)竹内参照。

(2)竹内参照ｃ
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